
京都大学・教育学研究科・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１４３０１

基盤研究(B)（一般）

2017～2015

「メディア出身議員」調査による新しいメディア政治史の構想

The New Concept of a Political Media History Based on the "National Diet Members
 from the Media" Survey

８０２１１９４４研究者番号：

佐藤　卓己（SATO, Takumi）

研究期間：

１５Ｈ０２７９２

平成 年 月 日現在３０   ６ １１

円    12,600,000

研究成果の概要（和文）：　1890年の第1回選挙から1990年第39回選挙までに当選した衆議院議員5579人の経歴
からメディア（新聞・通信社・出版・放送・映画）に関連（経験・経営・役員）する議員984人を抽出して「メ
ディア関連議員」データベースを構築した。そのデータに基づき、近代日本における「政治のメディア化」プロ
セスを地域属性、学歴、輩出経路などから分析した。
　以上の研究成果は佐藤卓己・河崎吉紀［編］『近代日本のメディア議員―「政治のメディア化」の実証的研
究』（創元社）として2018年11月に公刊される。

研究成果の概要（英文）： We surveyed all the 5579 Members of the National Diet of Japan elected on 
the first election in 1890 through to the 39th election in 1990, and constructed a database on the 
984 men and women among them who were concerned with the media industry, i.e. newspapers, news 
agencies, publishing, broadcasting and film-making, as journalists, managers and owners. Based on 
that database, we analyzed them quantitatively and qualitatively from the perspectives of their 
regional characteristics, educational backgrounds, how they were screened, etc., and made clear the 
tendency of "mediatization of politics" in modern Japan. 
 The research results are to be published in November 2018 in book form, as Takumi Sato and 
Yoshinori Kawasaki (eds.), Media Statesmen of Modern Japan: Empirical Studies of "Mediatization of 
Politics" (Sogensha).

研究分野：メディア史
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１．研究開始当初の背景 
 本研究の方法論的着想は、ドイツ社会民主
党のプロパガンダを分析した研究代表者・佐
藤卓己『増補・大衆宣伝の神話―マルクスか
らヒトラーへのメディア史』（ちくま学芸文
庫・2014 年）に萌芽している。そこでは大衆
組織政党の成立に Journalist mit Mandat（議
席保有ジャーナリスト）が果たした役割に注
目して「政治のメディア化」を分析している。
こうした研究が近代日本の「メディア出身議
員」を対象として出来ないかを検討し、この
分野の先行研究である『制度化される新聞記
者―その学歴・採用・資格』（柏書房・2006
年）を著した河崎吉紀と相談して共同研究を
組織した。 
 なお、研究代表者・佐藤には『帝都日日新
聞』主筆兼社主である代議士・野依秀市の歩
みを通じて、戦前―戦後の「メディア出身議
員」の活動をミクロレベルから考察した『天
下無敵のメディア人間』（新潮選書・2012 年）
があり、議員となったジャーナリストの理念
型を析出する必要を痛感していた。 
 
２．研究の目的 
 本研究は研究代表者・佐藤卓己が行ってき
た日独のメディア史研究の成果を踏まえ、
「政治のメディア化」という枠組みで近代日
本における〈教育―メディア―権力〉の三者
関係の解明をめざすものである。ジャーナリ
ズムが輿論／世論形成や政策決定に大きな
影響力を持つことは公共性論の枠組ですで
に広く共有されている。しかし、Journalist 
mit Mandat（議席保有ジャーナリスト）が政
治エリートとしてメディア環境に及ぼした
影響についてはこれまで十分な研究が行わ
れていない。第 1回衆議院議員総選挙（1890
年）から第 39 回総選挙まで百年間の衆議院
議員 5579 人の経歴から「メディア関連議員」
を析出し、量的・質的分析により、近代日本
における政治史とメディア史を結ぶ結節点
から、政治エリートの輩出プロセスを再検討
することで、「新しいメディア史の時期区分」
を提唱することをめざした。 
 
３．研究の方法 
（1）まず『議会制度百年史・衆議院議員名
鑑』（1990 年）に登場する「メディア関連（経
験・経営・役員）議員」の特定のためデータ
ベースを共同で作成した。1890 年第 1回総選
挙から 1990 年第 39回総選挙までの当選議員
5579 人のうちメディア（新聞・通信社・出版・
放送・映画）との関連を「経歴」にとどめた
984 人を絞り込んだ。この学歴や地域属性、
輩出経路など量的および質的な検討を行っ
た。 
 
（2）理論的分析の枠組である「政治のメデ
ィア化」mediatization of politics は、21
世紀に入って政治学分野でさかんに使われ
るようになった概念である（Jesper Strömbäck 

& Frank Esser (Ed.) Mediatization of Politics; 
Understanding the Transformation of Western 
Democracies, 2014）。それは政治が価値や理
念の実現ではなく、効果や影響力の最大化を
目指して展開される状況を指している。この
概念を踏まえて、「メディア関連議員」の変
動の意味を考察した。 
 
４．研究成果 
 以下の研究成果は佐藤卓己・河崎吉紀［編］
『近代日本のメディア議員―「政治のメディ
ア化」の実証的研究』（創元社）として 2018
年 11 月に公刊される。その成果概要は以下
の通り。 
 
(1)「メディア関連議員」データベースの構
築とその分析 
 衆議院議員総数 5579 人の 17.6％にあたる
「メディア関連議員」984 人に絞り込んだデ
ータベースを作成し、地域、学歴、所属政党
などのほか、新聞系、通信社系、出版系、放
送系、映画系のメディア種別での調査を行っ
た。 
 
メディア種別 議員数  実数（人） 

新聞系 802 
通信社系 61 
出版系 201 
放送系 71 
映画系 30 
注：複数回答 

 
 これまで、国会議員の前職を扱った先行研
究はあるが、メディア関連議員に着目した総
合的研究は初めての試みである。 
 メディア関連議員はさらに「メディア経験
議員」、「メディア経営議員」「メディア役員
議員」に分類して分析した。 
 
メディア関連議員の内訳  実数（人） 
経験 314 
経営 315 
役員 111 
経験・経営 136 
経験・役員 40 
経営・役員 37 
経験・経営・役員 31 
計 984 

 
 また、学校歴についても、メディア業界に
おける早稲田大学の優勢がメディア関連議
員においても確認できた。 
 

学校歴      実数（人） 
学校 全期間 帝国議会のみ 

早稲田大学 185 120 
東京大学 118 66 
慶應義塾大学 70 53 
明治大学 43 30 



中央大学 43 32 
日本大学 40 29 
京都大学 16 9 
専修大学 13 11 
一橋大学 13 8 
同志社大学 11 10 
注：旧制を含む 複数回答含む 
 
(2)「メディア出身議員」データの量的分析
から見た「政治のメディア化」の時期区
分の確定 
 データベース構築作業前の仮説として、大
衆政治化の進展にともない、新聞の成長とと
もに「メディア関連議員」が増加し、やがて
戦時体制下で軍人を含む官僚の台頭ととも
に減少に転じると考えていた。この仮説は統
計的に検証された。 
 実際、「メディア関連議員」の議会進出が
空前絶後のピークに達したのは、1937 年 4月
30 日の第 20 回総選挙である。このとき衆議
院で「メディア関連議員」が占めた割合は
34.1％に達した。しかし、1942 年の第 21 回
総選挙（いわゆる「翼賛選挙」）以降は減少
に転じている。 
 こうした変動を「政治のメディア化」モデ
ルで解釈し、以下の時期区分を行った。 
 
局面 変化の内容 時期区分 
Ⅰ：情報
レベル 
対人接触中心から 
メディア中心へ 

議会開設前 
～1904 年選挙 

Ⅱ：自立
レベル 
政治家とジャーナ 
リストの分離 

～1937 年選挙 

Ⅲ：報道
レベル 
政治の論理から 
メディアの論理へ 

～1969 年選挙 

Ⅳ：政治
レベル 
メディアの論理で 
動く政治へ 

1972 年選挙 
～現在 

 
①第Ⅰ局面（情報レベル）では、対人接触よ
りもマスメディアによってもたらされる
情報が政治において重要となる段階であ
る。マスメディアの成立期にあたるが、こ
の局面では政治家が自らの政治的目的で
新聞・雑誌を発行し、政論を執筆している。
「政党機関紙」が主流メディアの時代であ
る。 
 
②第Ⅱ局面（自立レベル）では、政治システ
ムに組み込まれていたメディア組織が自
立性を高める。新聞社の企業化が進み、新
聞記者が専門職として意識されるように
なる。政論記者の政治的野心とは別に、メ
ディアの社会的影響力の拡大が自己目的
とされるようになる。政治家がジャーナリ
ズムを営む時代（第Ⅰ局面）から、ジャー
ナリストが政界に進出する時代への移行
期である。 
 
③第Ⅲ局面（報道レベル）では、マスメディ
アが企業として発展し、報道は「政治の論
理」（価値や理念の実現を目指す論理）よ

り「メディアの論理」（社会的影響力の最
大化）に左右されるようになる。また、「メ
ディアの論理」も第Ⅱ局面のプロフェッシ
ョナリズムよりコマーシャリズムの色彩
を強めることになる。「報道の中立性」が
掲げられていても、それが意味するのはプ
ロフェッショナリズムの客観性重視より、
オーディエンスの最大化をめざす経済的
な動機となる。 
 
④第Ⅳ局面（政治レベル）では、政治過程全
体が「メディアの論理」で動き始める。そ
れは「政治の論理」が弱まったというより、
テクノロジーの発展によって政治とメデ
ィアの境界線が曖昧になったと言うこと
もできる。「メディアの論理」でも、プロ
フェッショナリズムやコマーシャリズム
の内容よりも、メディア・テクノロジーが
もたらす情報環境への最適化が重視され
る。政治家はもはやマスメディアに依存せ
ず、「自己メディア化」self-mediatization
によるパーフォーマンスを展開できるよ
うになる。 
 
 「メディア関連議員」データの分析からは、
第Ⅰ局面（メディア成立期）が議会開設前か
ら 1904 年の第 9 回総選挙までのメディア関
連議員の上昇期、第Ⅱ局面（メディア自立化）
はメディア関連議員がほぼ 30％で安定して
いた 1937 年（第 20回総選挙）までの黄金期、
第Ⅲ局面（報道のメディア化）はメディア関
連議員が減少に転じた 1942 年（第 21回総選
挙）から初めてテレビで政見放送が行われた
1969 年の第 32 回総選挙まで、第Ⅳ局面（政
治のメディア化）はメディア関連議員が 15％
を割った 1972 年（第 33回総選挙）から「放
送系」議員が増加している現在までと考える
ことができる。 
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